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Ⅰ　は　じ　め　に
本稿は，インターネットを中心とした最新の情報技術を活用した新しいビジネスを研究する
ものである。特に，認証ビジネス・共有ビジネス・委託ビジネス・遠隔ビジネスの新ビジネス
を取り上げ，それぞれのビジネスとインターネットとの連携的発展と新ビジネスの社会や企業
に及ぼす影響を考察する。
世界中に張り巡らされたインターネットは，地球上のすべての人間がいつでもどこからでも
瞬時に情報交換できるコミミュケーション空間を創造し，時間と空間を超えて必要な情報にア
クセスできる仮想社会を誕生させ，更に今までのビジネス手法を崩壊させ，全く新しいビジネ
スを誕生させた。
しかし，インターネットは，ネットワークがオープンであるため，だれでも参加できるメリ
ットがある反面，相手の顔や身元が分からないバーチャルビジネスを創造し，それに伴う取引
リスクを増大させた。そこで，その取引リスクを最小限化するため，本人確認自体をビジネス
とする『認証ビジネス』が誕生した。中でも，本稿は，個人認証，電子署名，電子証明書，本
人確認，電子透かしに関する『認証ビジネス』を研究する。
また，インターネットは，情報交換や情報発信の速度を飛躍的に向上させ，企業間や顧客と
の情報共有を企業競争力の源泉とする時代へ変革し，その知識共有や情報共有などを『共有ビ
ジネス』として誕生させた。中でも，本稿は，情報共有，知識共有，情報交換，ナレッジシェ
ア，コミュニティに関する『共有ビジネス』を研究する。
また，インターネットは，ヒト，モノ，カネ，情報を企業の資源として企業内に閉じ込めて
おく従来型経営から，必要なときに必要なヒト，モノ，カネ，情報を外部委託する経営に変え
た。これは，情報技術の進展に伴い企業間の壁がなくなり最適人材をどこからでも調達可能に
なり，常に専門家を社内に抱える必要がなくなったことだけではなく，社会変化が速すぎるた
め特定の分野の優秀な人材が常に優秀であり続けることはなくなり，分野ごとの最先端の専門
家を社内に抱えることが不可能になったことによる。このような背景の下，『委託ビジネス』
は高度知識化社会を支える主要ビジネスに育ちつつある。中でも，本稿は，外部委託，アウト
ソーシング，業務請負，人材派遣，代行ビジネスに関する『委託ビジネス』を研究する。
更に，インターネットは，時間と空間の壁を消滅させ，遠く離れた人と対面に近いコミュケ
ーションを可能にし，それを利用して『遠隔ビジネス』を誕生させた。中でも，本稿は，遠隔
医療，遠隔教育，遠隔制御，遠隔監視，テレワークに関する『遠隔ビジネス』を研究する。
Ⅱ　認証ビジネス
図１は，インターネットを活用した個人認証ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年
から10年間調査した結果である。1993年から2000年までの８年間はほとんど変化がないが，
2001年と2002年は個人認証に関するビジネスモデル特許が急激に増加している。図21は今回の
調査対象の推移を示しているが，直近２年間に特に変化がないことから個人認証に関する特許
だけが増加していることは明確である。
なお調査方法は，特許庁ホームページの公開特許検索を利用した。１）
エヌイーシーソフト株式会社の松尾隆らは，公開特許『指紋を使用したワンクリック認証方
式及び認証方法』２）において，指紋認証装置を組込んだマウスを利用し，指紋をインターネッ
ト上にある指紋データベースに送信し照合する個人認証ビジネスを提案している。また，日本
電気株式会社の四宮好紀らは，公開特許『生体情報による本人確認を利用した製品販売方法』３）
において，指紋，声紋，網膜パターン，ＤＮＡの生体情報で個人認証を行い，その生体情報を
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一元管理する個人認証ビジネスを提案している。
本田技研工業株式会社の大橋孝裕らは，公開特許『顔画像を使用した個人認証装置』４）にお
いて，対象となるユーザーの顔の向きを自動的に検出し，その顔の向きに応じた顔認識を実行
する認証ビジネスを提案している。また，株式会社日立製作所の井上博文らは，公開特許『位
置情報による個人認証を利用した電子投票システム』５）において，ＧＰＳ衛星からの位置信号
と登録されたパスワード認証を利用して，予め登録された位置情報と比較照合し位置情報が一
致する場合だけ投票を許可する電子投票システムを提案している。この提案は，従来の電子投
票では投票者が指定された投票所まで行かなければならず，投票率が天候によって左右されや
すいなどの問題を解決するものである。
図２は，インターネットを活用した電子署名ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年
図１　個人認証ビジネス特許の急増
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図２　電子署名ビジネス特許の急増
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から10年間調査した結果である。2000年から2002年は電子署名に関するビジネスモデル特許が
急激に増加している。
エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ株式会社の白石旭らは，公開特許『電子印鑑作成
装置，電子印鑑証明書発行装置，電子印鑑署名装置，及び電子印鑑認証装置，並びに電子署名
システム及び電子署名方法』６）において，電子文書の真偽を証明するに当たり，電子署名によ
る認証と従来から用いられているサインや印影の目視による視認とを併用する電子署名ビジネ
スを提案している。また，大日本印刷株式会社の鈴木貴志らは，公開特許『オンライン契約シ
ステムのサーバー装置及びそのためのプログラム』７）において，同一のオンライン契約書デー
タに対して行われた契約者全員の電子署名を正しく認証する電子署名ビジネスを提案してい
る。
図３は，インターネットを活用した電子証明書ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993
年から10年間調査した結果である。2001年と2002年は電子証明書に関するビジネスモデル特許
が急激に増加している。
株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの中村友則らは，公開特許『電子証明書発行管理システ
ム及び電子証明書発行管理方法』８）において，ユーザーから送信された情報に基づいて証明書
を発行し，ユーザー端末に送信することにより，ユーザーによるパスワード管理を必要とせず，
証明書の申請及び発行を行うことが可能な電子証明書ビジネスを提案している。また，株式会
社東芝の堀内谷州子らは，公開特許『電子証明書管理装置及び記憶媒体』９）において，電子証
明書管理システムにレコード識別子，検証識別子および証明書を記録する証明書管理テーブル
を設け，この検証識別子とレコード識別子とを関係付けることにより，メッセージに添付する
図３　電子証明書ビジネス特許の急増
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証明書を迅速に取り出す電子証明書ビジネスを提案している。
図４は，インターネットを活用した本人確認ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年
から10年間調査した結果である。2001年と2002年は本人確認に関するビジネスモデル特許が急
激に増加している。
株式会社タイテックの橋本秀紀らは，公開特許『本人確認方法及び本人確認装置』10）におい
て，携帯電話から受信した情報と自身が記憶している情報を，所定の公開鍵で暗号化して認証
センターに送信し，受信した情報を公開鍵に対応する秘密鍵を用いて復号する本人確認ビジネ
スを提案している。また，株式会社日邦アシストの伊勢隆恭らは，公開特許『指紋で本人を確
認する金銭処理方法および金銭処理カード』11）において，店頭のＡＴＭ金銭処理機に指紋読取
機を併設し，金銭処理において指紋と暗証番号の両方で本人を確認する本人確認ビジネスを提
案している。
図５は，電子透かしビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調査した結果
である。1999年から2002年は電子透かしに関するビジネスモデル特許が増加傾向にある。
松下電器産業株式会社の川口雄一らは，公開特許『正当性認証システム，個人証発行システ
ム及び個人証』12）において，個人証から読み出した顔写真画像に埋め込まれた電子透かし情報
がデータベースの電子透かし情報と一致することで判定する電子透かしビジネスを提案してい
る。また，セイコーエプソン株式会社の下里秀人らは，公開特許『個人認証装置，個人認証情
報記憶媒体，個人認証システム，個人認証方法，個人認証プログラムを記憶した媒体，個人認
証情報登録方法および個人認証情報認証方法』13）において，登録業者の秘密鍵で画像データと
個人情報を電子透かし化してＩＣカードに記録し，個人認証する際には公開鍵を取得して電子
図４　本人認証ビジネス特許の急増
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透かしを入れた画像データから個人情報データを復元する電子透かしビジネスを提案してい
る。
図１から図５は，個人認証，電子署名，電子証明書，本人確認，電子透かしに関する認証ビ
ジネスであり，いずれも増加傾向にある。
インターネットというオープンでシームレスな情報通信網は，我々に快適で便利な情報社会
を運んでくれたと同時に，他人になりすまし個人情報を盗聴し破壊する危険性も増大させた。
そこで，これらの危険から情報を守るために，上記のような情報通信技術に関する技術面と管
理面の両方を考慮した認証ビジネスが必須となっており，平成13年４月１日から『電子署名及
び認証業務に関する法律』が施行され，認証ビジネスや電子署名ビジネスが拡大しつつある。
認証とは，「情報へのアクセスが正当な者であり，その情報は本人が作成したものであり，第
三者による改ざんを受けておらず，情報の内容が正確であること」を証明するものである。14）
本人確認するエンティティ認証には，網膜，指紋，声紋，血管などを調べるバイオメトリクス
認証と，本人の記憶で調べるパスワード認証と，磁気カードやＩＣカードなどの所有するもの
で本人確認する認証がある。上記のように，バイオメトリクス認証とパスワード認証と組み合
わせて信頼性を高めた認証ビジネスの提案が比較的多い。
メッセージ認証は，ネットワークを利用して受信された情報が正確であるかを確認する認証
である。電子署名は，エンティティ認証とメッセージ認証の両方を行う認証であり，公開鍵方
式により送信者認証を行い，メッセージ認証子を送信者の秘密鍵で暗号化するものである。上
記のように，今までのサインや印鑑による認証と電子認証を組み合わせた電子署名ビジネスが
多く提案されている。
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図５　電子透かしビジネス特許の急増
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また，利用者に代わって公開鍵を作成し，電子証明書を発行する認証局ビジネスの提案が多
く，万が一の場合のために，暗号化されたデータを復号する手段を確保しておくキーエスクロ
ーとキーリカバリーも認証局ビジネスとするものもある。認証局ビジネスは，公正で中立であ
れば民間でも実施可能なビジネスであり，今後，多くの企業が参入する可能性が高い。
デジタルコンテンツに密かに著作権情報を埋め込み，違法コピーや改ざんの有無を確認する
ことができるメッセージ認証に，電子透かしが用いられることが多くなった。この電子透かし
ビジネスは，映像や画像情報に影響を及ぼさない範囲で，作成者の識別子や使用権限者の認識
番号などを埋め込むものであり，今後ますます成長すると考えられる。
Ⅲ　共有ビジネス
図６は，インターネットを活用した情報共有ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年
から10年間調査した結果である。1997年から2002年まで情報共有に関するビジネスモデル特許
が増加傾向にある。
三井物産株式会社の松村隆夫らは，公開特許『会員・非会員間の情報共有システム』15）にお
いて，インターネット上に会員制で公開されたコンテンツを会員と非会員間で自由に共有でき，
会員と非会員間を区分して設定した料金を課金できる情報共有ビジネスを提案している。また，
富士ゼロックス株式会社の一力英樹らは，公開特許『情報共有方法およびシステム』16）におい
て，イントラネットを介して情報共有するユーザー端末が共有サーバーに対して閲覧を宣言す
図６　情報共有ビジネス特許の急増
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ると，共有サーバーが宣言した情報の利用状況に対応してユーザー端末に情報の利用の対価を
課金する情報共有ビジネスを提案している。
図７は，インターネットを活用した知識共有ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年
から10年間調査した結果である。2001年と2002年は知識共有に関するビジネスモデル特許が増
加傾向にある。
株式会社エイ・ティ・アール知能映像通信研究所の角康之らは，公開特許『知識共有促進シ
ステム』17）において，ディスプレイ上に各ユーザーのエージェントが乗り移り，ユーザーの履
歴情報に基づいてディスプレイ上でエージェントが擬似的な会話を行なうことにより，ユーザ
ー同士の知識共有を促進することが可能な知識共有ビジネスを提案している。また，リアルコ
ム株式会社の谷本肇らは，公開特許『知識転換・共有促進方法およびシステム』18）において，
暗黙知の共有化，暗黙知の形式知化，形式知の暗黙知化を促進することが可能な知識共有ビジ
ネスを提案している。
図８は，インターネットを活用した情報交換ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年
から10年間調査した結果である。2001年と2002年は情報交換に関するビジネスモデル特許が急
増している。
株式会社ネオリアリティの田中淳一は，公開特許『情報交換システムおよび記録媒体』19）に
おいて，インターネットを介して，仮想ＤＪソフトウェアを備えたユーザー端末同士が音楽や
映像の情報ファイルを交換する情報交換ビジネスを提案している。また，ヤフー株式会社の横
沢朋代らは，公開特許『情報通信ネットワーク上において地図を媒介にした地域社会の情報交
換の場を提供するＷｅｂサーバー』20）において，自分たちの居住する地域の地図を掲示板のよ
図７　知識共有ビジネス特許の急増
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うに機能させ，自分が発信した地域情報を他の人に見てもらい，また他の人が発信した地域情
報を地図タイプの掲示板で閲覧する情報交換の場をインターネットや携帯電話網などのネット
ワーク上で構築する情報交換ビジネスを提案している。また，株式会社スペースキーの服部一
馬らは，公開特許『インターネット上における携帯電話を利用した名刺交換サービス方法』21）
において，名刺交換サービスに加入した登録者同士が名刺交換すると，自己のマイページに名
刺を交換した相手のＩＤを携帯電話に入力すると，名刺を交換した相手のマイページから自己
のマイページに相手側の名刺情報が転記される情報交換ビジネスを提案している。
図９は，インターネットを活用したナレッジシェア・ビジネスに関するビジネスモデル特許
図８　情報交換ビジネス特許の急増
図９　ナレッジシェア・ビジネス特許の急増
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を1993年から10年間調査した結果である。2002年はナレッジシェア・ビジネスに関するビジネ
スモデル特許が急激に増加している。
富士ゼロックス株式会社の山田季史らは，公開特許『ナレッジシェアリングシステム，ナレ
ッジシェアリング方法，及び記録媒体』22）において，外部のサーバーの検索エンジンを利用し
て他人の検索結果や検索条件の情報の共有化を図り，効率よく情報を活用することができるナ
レッジシェア・ビジネスを提案している。また，株式会社野村総合研究所の田中智らは，公開
特許『ナレッジシェアリング装置，ナレッジシェアリング方法およびコンピュータプログラ
ム』23）において，どの部署へ回答要請するかを判断する手段と，決定した回答候補者へ投げ込
み情報を送信する手段とを備えることにより，質問者の質問を適切な回答者に尋ねるナレッジ
シェア・ビジネスを提案している。
図10は，インターネットを活用したコミュニティビジネスに関するビジネスモデル特許を
1993年から10年間調査した結果である。1998年から2002年はコミュニティビジネスに関するビ
ジネスモデル特許が増加傾向にある。
日本電気株式会社の廣部衣美らは，公開特許『コミュニティ情報システム及びビジネス』24）
において，ＩＣカードを用いてユーザーの行動履歴を収集し，プライバシーを保護しつつ情報
の信頼性を高め，サーバーが提供するサービスの内容を個人の属性や履歴に応じて変更するコ
ミュニティビジネスを提案している。この提案は，書き込み制限の全くない電子掲示板などの
コミュニティでは情報に高い信頼性を求めることができない問題と，完全な会員制の電子掲示
板などのコミュニティでは提供される情報に制限がある問題を同時に解決できる効果がある。
また，株式会社ビートゥーシー・インタフェイスの牧野健一らは，公開特許『仮想コミュニ
図10 コミュニティ・ビジネス特許の急増
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ティ形成方法およびその方法を利用可能なシステム』25）において，仮想コミュニティ毎のテー
マに沿ったコンテンツを提供し，コミュニティのメンバーが共用するパスワードを登録し，そ
のパスワードの有効期限内にコミュニティに参加したメンバーに対し，所定のコンテンツを提
供するコミュニティビジネスを提案している。
図６から図10は，情報共有，知識共有，情報交換，ナレッジシェア，コミュニティに関する
共有ビジネスであり，いずれも増加傾向にある。この増加傾向は，知識共有のスピードが企業
の競争力を支配する高度知識化社会に起因していると考えられる。
このように現代社会は，情報や知識を特定の人間が占有する昔と異なり，不特定多数の人が
共有する時代となった。これは，インターネットなどの情報技術を簡便に低コストで利用でき
るようになり，情報や知識を共有することで生み出されるメリットの大きさに人々が気づいた
ためである。すなわち，情報や知識は他の財とことなり，所有しているだけでは意味がなく，
共有されて初めてその財としての働きが生まれる。
上記のコミュニティビジネスとは，地域の中の課題を解決するために，コミュニティ内で知
識や情報を共有して取り組む地域密着型の事業活動であり，さまざまなコミュニティビジネス
が提案されている。たとえば，ひとり暮らしのお年寄りのためにお弁当を配達する福祉介護ビ
ジネス，掃除や修繕などの家事サービスを提供するビジネス，地域で発生した廃品をリサイク
ルするビジネス，商店街の空き店舗を利用した地域活性化ビジネスなどがある。26）また，企業
はコミュニティの重要性を認識して始めており，新製品の発売前にコミュニティの評価を調査
し，生産計画や販売計画を立案するコミュニティ活用型ビジネスモデルが一般化しつつある。
しかし，これからは単にインターネットを利用しただけの共有ビジネスは生き残れないと考
えられる。その理由は，知識や情報の共有化のスピードアップにより，知識や情報の陳腐化や
劣化の速度が速く，共有ビジネス自体が共有化とは逆の『情報の個性化や新鮮さ』を要求する
特性を内在していることによる。個性的で新鮮な知識や情報を社会や企業にだれよりも早く供
給できるかが，今後の共有ビジネスの生命線となるであろう。
Ⅳ　委託ビジネス
図11は，インターネットを活用した外部委託ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年
から10年間調査した結果である。2001年と2002年は外部委託に関するビジネスモデル特許が急
激に増加している。
住友林業株式会社の岩崎洋らは，公開特許『生産委託最適化システム』27）において，生産委
託先に関する生産委託履歴データを参照して，委託先に生産計画の変更があったとき自動的に
環太平洋圏経営研究　第５号
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検出して委託先振り替え用データを生成することにより，委託先の最適化を図る外部委託ビジ
ネスを提案している。また，株式会社アットジョブの住川明彦らは，公開特許『在宅ワーク委
託方法』28）において，インターネット経由で在宅ワーカーからの落札希望価格に基づくオーク
ションによって受注者を決定することにより，仕事を外部委託する企業に対して仕事の納期及
び品質を保証するとともに，委託する仕事を遂行する能力を備えた在宅ワーカーに仕事を委託
することができる外部委託ビジネスを提案している。
図12は，インターネットを活用したアウトソーシング・ビジネスに関するビジネスモデル特
許を1993年から10年間調査した結果である。2001年と2002年はアウトソーシングに関するビジ
図11 外部委託ビジネス特許の急増
図12 アウトソーシング・ビジネス特許の急増
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ネスモデル特許が急激に増加している。
株式会社アネックスの増井時一らは，公開特許『アパレル事業のアウトソーシング支援方
法』29）において，デザイナーを登録会員として有料で登録し，アパレル企業を企業会員として
有料で登録し，アパレル企業会員から依頼された仕事を登録デザイナーに紹介するアウトソー
シング・ビジネスを提案している。また，株式会社だいこう証券ビジネスの谷口仁志らは，公
開特許『オンライン・ブローカー業務アウトソーシングシステム』30）において，インターネッ
トを使った証券取引を専門に行なうオンライン・ブローカーの顧客への各種資料送付につい
て，ネットワークを利用して外部委託し，設備投資と人件費を削減し取引勧誘と広告活動に特
化できる証券会社のアウトソーシング・ビジネスを提案している。
図13は，インターネットを活用した業務請負ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年
から10年間調査した結果である。2001年と2002年は業務請負に関するビジネスモデル特許が急
激に増加している。
キャスターボーイ株式会社の青山篤らは，公開特許『業務請負事業のスタッフ管理支援シス
テム』31）において，インターネットを介して請負業務を遂行するスタッフを幅広く確保し，請
負業務を遂行するスタッフの出退勤情報と業務報告を収集して管理する業務請負ビジネスを提
案している。また，日本ビクター株式会社の谷田沢重治らは，公開特許『ビデオ編集請負シス
テム，依頼端末，請負端末』32）において，インターネットによる映像のビデオ編集の業務請負
ビジネスを提案している。
図14は，インターネットを活用した人材派遣ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年
から10年間調査した結果である。2001年と2002年は人材派遣に関するビジネスモデル特許が急
図13 業務請負ビジネス特許の急増
業
務
請
負
ビ
ジ
ネ
ス
特
許
数
特許公開年
- 16 -
環太平洋圏経営研究　第５号
激に増加している。
三菱電機株式会社の深川周二らは，公開特許『人材派遣情報の提供方法およびその閲覧方
法』33）において，人材派遣会社が働き手の人材派遣データをネット登録し，人材派遣データを
顧客会社に提供する人材派遣ビジネスを提案している。また，株式会社関内情報センターの菅
原紘一らは，公開特許『人材派遣支援システム』34）において，各種イベントの人材派遣につい
て消費者・関連業者・人材・人材派遣者がインターネットを利用して効率的に情報交換できる
人材派遣ビジネスを提案している。
図15は，インターネットを活用した代行ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年から
10年間調査した結果である。2001年と2002年は代行に関するビジネスモデル特許が急激に増加
している。
株式会社タイトーの三部幸治らは，公開特許『録画代行サービスシステム及び録画予約方
法』35）において，テレビ番組放送予定データに基づきユーザーが録画リクエストデータを送信
し，その録画リクエストデータに応じてサーバーに記録されたテレビ放送番組の録画データを
ユーザー端末に送信し，ユーザー端末のディスプレイ画面で再生し視聴できる録画代行ビジネ
スを提案している。また，北海道日本電気ソフトウェア株式会社の長江慎一らは，公開特許
『宅配物受領代行サービスシステム』36）において，個人情報の漏洩を無くし一度で確実に宅配
物を受領するために，宅配物の受領を自宅ではなく代行店舗にて行う宅配物受領代行ビジネス
を提案している。
図11から図15は，外部委託，アウトソーシング，業務請負，人材派遣，代行サービスの委
任ビジネスであり，いずれも増加傾向にある。上記のように新しい委託ビジネスは，今までの
図14 人材派遣ビジネス特許の急増
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代行サービスや派遣サービスと呼ばれていた副次的なビジネスではなく，独立した主体的なビ
ジネスに変貌しようとしている。
花王株式会社と松下電器産業株式会社と住友信託銀行は，それぞれの社員情報の人事システ
ムを統合し，入社関連情報，退職関連業務，異動関連業務，給与計算や年末調整などの人事業
務を外部委託した。37）従来の常識では人事情報は企業にとって大切な社外秘であり，それを外
部委託することは予想もできないことである。また，高知県は，旅程作成，宿泊・交通の手配，
日当を含めた精算などの職員の出張業務を近畿日本ツーリスト株式会社に外部委託する。38）こ
れは，新旅費システムを高知県単独で導入するより，専門の旅行会社に外部委託した方がコス
ト削減できるためである。また，自社で工場を持たずに外部に生産委託する経営を実践するヒ
ロセ電機株式会社や株式会社キーエンスは，大きく業績を伸ばしている。
インターネットは，ヒト，モノ，カネ，情報を企業の資源として企業内に閉じ込めておく経
営から，必要なときに必要なヒト，モノ，カネ，情報を外部委託する経営に変えた。これは，
情報技術の進展に伴い企業間や業界間の壁がなくなり，最適人材をどこからでも調達可能にな
り，常に専門家を社内に抱える必要がなくなっただけでなく，社会変化が激しいため特定の分
野の優秀な人材が常に優秀であり続けることがなくなり，分野ごとの専門家を社内に抱えるこ
とが不可能になったことによる。
中でも，アウトソーシングの長所は，経営資源の本業集中化と専門会社のスケールメリット
による費用削減と固定費の変動費化と人的資産の有効活用があり，アウトソーシング・ビジネ
スは今後ますます成長すると考えられる。また，インターネットを利用した代行ビジネスは，
非常に広範囲にさまざまな形態で行われている。たとえば，運動会の席取り，草刈り，ペット
図15 代行ビジネス特許の急増
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の散歩，客寄せのさくら，冠婚葬祭出席代行，会議などの出席代行，電話代行サービス，買物
代行サービス，運転代行サービス，人事採用のための経歴調査などをインターネットから簡単
に依頼することができる。
このように委託ビジネスは高度知識化社会が生んだ新しいビジネスであるが，近い将来，外
部委託することが一般的になり，委託ビジネスという言葉さえなくなる日もそれほど遠くない
と考える。
Ⅴ　遠隔ビジネス
図16は，インターネットを活用した遠隔医療ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年
から10年間調査した結果である。1998年から2002年まで遠隔医療に関するビジネスモデル特許
が増加傾向にある。
日本電信電話株式会社の坂野寿和らは，公開特許『遠隔医療ネットワークシステムおよび遠
隔医療サービス提供方法およびこの方法を実行するためのプログラム記録した記録媒体』39）に
おいて，遠隔医療サービス契約をした海外旅行者が旅先で急病になった場合，インターネット
で母国医師の問診を受け，必要な場合には母国医師と連携した病院で通訳サービスを受けなが
ら医療サービスを受診できる遠隔医療ビジネスを提案している。また，株式会社ネクストの鈴
木茂樹らは，公開特許『遠隔医療管理システム』40）において，健康状態に係る物理量の信号で
あるバイタルサインの測定データを無線送信して健康状態の診断用データとして医師に提供す
図16 遠隔医療ビジネス特許の急増
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ることにより，在宅患者と医師とが互いに遠隔な場所に居ながら診断を可能にする遠隔医療ビ
ジネスを提案している。
図17は，インターネットを活用した遠隔教育ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年
から10年間調査した結果である。1998年から2002年まで遠隔教育に関するビジネスモデル特許
が増加傾向にある。
早稲田大学の薮潤二郎らは，公開特許『遠隔教育システム』41）において，インターネット経
由でオンライン配信可能な動画や音声データを含む講義パッケージにより，各受講者が計画通
りにカリキュラムを消化でき，講師や教育機関側の作業効率を向上させる遠隔教育ビジネスを
提案している。また，株式会社富士通ゼネラルの山本一郎らは，公開特許『遠隔教育システ
ム』42）において，講義内容または受講者からの質問を表示する講師用パソコンと映像および音
声を出力する装置を設置し，それぞれの組において異なる講義を行うことにより，受講者が所
望の講義を自由に選択できるインターネットを利用した遠隔教育ビジネスを提案している。
また，大日本印刷株式会社の久野慎太郎らは，公開特許『ネットワークを用いた教育システ
ム』43）において，主教材頁の終了ボタンが押されると次の主教材頁が表示され，最終頁の終了
ボタンが押されると学習修了の記録が行われ，分岐ボタンが押されると副教材頁が表示され，
復帰ボタンが押されると分岐元となった主教材頁に戻ることにより，受講者ごとに柔軟な教材
提示を行う遠隔教育ビジネスを提案している。
図18は，インターネットを活用した遠隔制御ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年
から10年間調査した結果である。2001年と2002年は遠隔制御に関するビジネスモデル特許が急
激に増加している。
図17 遠隔教育ビジネス特許の急増
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日立笠戸エンジニアリング株式会社の下村和弘らは，公開特許『インターネットカメラ搭載
の遠隔制御装置とソフトウェア』44）において，上下左右に動かす機構を有したＣＣＤカメラと
インターネットを接続して遠隔地の画像を自分が見たい場所や見たい角度からリアルタイムに
取得できる遠隔制御ビジネスを提案している。また，エルジー電子株式会社のヨーンサンチュ
ルは，『家電機器遠隔制御装置およびその制御方法』45）において，外出している者がインター
ネット網を通して自宅の洗濯機のＩＰアドレスを呼び出し，洗濯機に関する制御命令を入力し
て洗濯機を動作させ，その動作状態をモニタリングし，家電機器の故障発生時に移動端末機を
通して制御命令を伝達することができる家電機器の遠隔制御ビジネスを提案している。
図18 遠隔制御ビジネス特許の急増
図19 遠隔監視ビジネス特許の急増
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図19は，インターネットを活用した遠隔監視ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年
から10年間調査した結果である。1999年から2002年の４年間は，遠隔監視に関するビジネスモ
デル特許が急激に増加している。松下電工株式会社の本間義久らは，公開特許『遠隔監視シス
テム』46）において，特定の電力消費機器に限定することなく，遠隔から全ての電力消費機器の
動作状態を監視できる遠隔監視ビジネスを提案している。
図20は，インターネットを活用したテレワーク・ビジネスに関するビジネスモデル特許を
1993年から10年間調査した結果である。2002年はテレワークに関するビジネスモデル特許が急
図20 テレワーク・ビジネス特許の急増
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図21 調査対象特許の急増
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激に増加している。
日本電信電話株式会社の高谷和宏らは，公開特許『テレワークスケジュール調整方法，シス
テム，プログラム及び記憶媒体』47）において，テレワーカ情報とテレワーク情報を受信し，事
業者とテレワーカとの間のスケジュールの調整を仲介サーバーで行うテレワーク・ビジネスを
提案している。また，エヌイーシーソフト株式会社の安川和伸らは，公開特許『インターネッ
トを活用した在宅勤務方法およびそのシステム』48）において，在宅勤務者がリモートアクセス
により社内ネットワークに接続し，業務の遂行に必要な情報をインターネットで入手し，社外
に社内と同様の作業環境を得ることができるテレワーク・ビジネスを提案している。
図16から図20は，遠隔医療，遠隔教育，遠隔制御，遠隔監視，テレワークに関する遠隔ビ
ジネスであり，いずれも増加傾向にある。上記のように，外出先から家庭にある情報家電にア
クセスし，それぞれインターネットアドレスを持ったエアコンやお風呂や冷蔵庫等と対話しな
がら，情報家電に家庭の作業を行わせることが始まっている。また，給湯ポットに無線通信機
能取り付け，インターネットを介して，一人暮らしのお年寄りの無事を見守る情報システムが
話題になっている。遠隔地にいる家族は，お年寄りが給湯ポットを操作した時間をパソコンで
知ることができ無事を確認できる。14）
上記の遠隔医療や遠隔教育ビジネスは，インターネットによる情報通信コストが非常に低く
なり，極めて鮮明な画像を送信できるようになったため，遠隔地での安価で質の高い医療や教
育の提供を可能にした。主な遠隔医療は，患部組織や細胞の顕微鏡画像をもとに病因を判断す
る病理診断，ＣＴやＭＲＩによる断層写真や放射線写真をもとに診断をおこなう放射線診療，
皮膚の写真や動画像をもとに診断をおこなう皮膚診断などがある。
テレワークとは，インターネットなどの情報通信技術を利用した場所や時間にとらわれない
働き方であり，勤労者を空間的・時間的な束縛から解放するビジネスモデルである。テレワー
クは，オフィス以外の場所で働く労働形態のことであり，サテライトオフィス勤務，在宅勤務，
モバイルワーク，SOHOワークなど多様な就業形態がある。また，テレワークはオフィス機能
の最適配置を可能にし，業務の効率化やリスクマネジメントの強化や，オフィスコスト，通勤
コスト，移動コスト，人件費などの削減効果もある。
Ⅵ　ま　と　め
本稿は，インターネットを利用した認証ビジネス・共有ビジネス・委託ビジネス・遠隔ビジ
ネスの新しく誕生したビジネスを考察した。
インターネットは，ネットワークがオープンであるため，相手の顔や身元が分からないバー
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チャルビジネスを誕生させ，それに伴う取引リスクを増大させた。そこで，その取引リスクを
最小限化するため，本人確認自体をビジネスとする認証ビジネスが誕生した。中でも，個人認
証，電子署名，電子証明書，本人確認，電子透かしに関する認証ビジネスが急増していること
が判明した。
また，インターネットは，情報交換の速度を飛躍的に向上させ，企業間や顧客との情報共有
が企業競争力を支配する時代へと変革させると共に，共有ビジネスを誕生させた。中でも，情
報共有，知識共有，情報交換，ナレッジシェア，コミュニティに関する共有ビジネスが急増し
ていることが判明した。
また，インターネットは，企業間の壁をなくしたため最適人材をどこからでも調達可能にし，
常に専門家を社内に抱える必要をなくしただけでなく，社会変化を加速化したため分野ごとの
専門家を社内に抱えることを不可能にした。このような背景の下，委託ビジネスが誕生し，特
に，外部委託，アウトソーシング，業務請負，人材派遣，代行サービスに関する委託ビジネス
が急増していることが判明した。
更に，インターネットは，時間と空間の壁を消滅させ，遠く離れた人とのコミュケーション
を可能にし，それを利用して遠隔ビジネスを誕生させた。中でも，遠隔医療，遠隔教育，遠隔
制御，遠隔監視，テレワークに関する遠隔ビジネスが急増していることが判明した。
このように認識・共有・委託・遠隔に関するビジネスは，インターネットから生まれたビジ
ネスであるだけでなく，今やインターネットビジネス全体を支える中核ビジネスに成長しつつ
あると言っても過言ではない。
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A Study on Authentication Business, Community Business,
Commission Business, and Remoteness Business
Hiroshi MURAYAMA
In this paper, the new businesses of authentication, community, commission, and
remoteness which applied the newest information technologies, such as the Internet, are
surveyed. Because the network of the Internet was open, the virtual business increased the risk
of dealings. In order to minimize the risk, the "authentication businesses" were born. The
business method patents of electronic signature, electronic certificate, and digital
watermarking are increasing rapidly. Moreover, the Internet accelerates the speed of
information exchange, and made the "community businesses". Especially, the business method
patents of information share, information exchange, knowledge share, and community are
increasing drastically. 
The Internet also made the "commission businesses". Especially, the business method
patents of outsourcing and temporary staffing are increasing suddenly. Furthermore, the
Internet made the "remoteness businesses". Especially, the business method patents of remote
medical treatment, remote education, and remote surveillance are increasing rapidly.
Key words: Innovation, Business method patent, Authentication business, Community
business, Commission business, Remoteness business, 
